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はじめに　「マーケティング法」 という用語は新しい言葉であり、 今まで、 ほとんど使用されていない言葉である。しかし、マーケティング法の内容は、ビジネス法務の中の一部として非常に重要な分野であると考えられ、また、池田副学長からパネルディスカッションのキーワードとして示された「イノベイティブな法務」という観点から考えても、非常に重要な分野だと考えられる。　そこで、本発表は、このようなマーケティング法という分野を考えることとなったきっかけを説明し、次
に、武蔵野大学法学部法律学科で開講しているマーケティング法 内容の説明を行い、その後に、法学研究科（ビジネス法務専攻）として、どのようにマーケティング という科目を考えることがよいかを検討するものである。
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１
　
マーケティング法構想のきっかけ
　
まず、私は教員として仕事をしているが、弁護士業務も行っており、いわゆるベンチャー企業が株式上場す
ることの法務支援を約２０年間行っている。ベンチャー企業の法務支援をしている中で、弁護士もビジネスを理解していなければ、ベンチャー企業の法務支援ができないと実感したことから、私は、著名な経営コンサルタントである大前研一氏が１９９６ に開校したアタッカーズ・ビジネススクール（起業家養成学校）に、１期生として入学した である。アタッカ ズ・ビジネススクール修了後、アタッカ ズ・ビジネススクールの事務局から依頼を受け、起業家やベンチャー企業の経営者向けにリーガルリスクマネジメントを含めてベンチャー企業に必要な法律知識についての講義をすることとなった この講義は２０００年頃に行なわれたが、その内容は、①ベンチャー企業法務総論、②知っておきたい知的財産法の基礎知識、③事業計画に必要なマーケティング関係法の基礎知識、 ④ベンチャー企業にとって重要な業 提携
･
投資関係法、 というものである（講
義内容は、アタッカーズ・ビジネススクール編『大前研一のアタッカーズ・ビジネススクール
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1年）に所収） 。約
20年前に、私は、その講義で、初めて「マーケティング関係法」と
いう言葉を使用したものである（武蔵野大学法学部で、講義科目とする際には、 「マーケティング法」 名称とすることにした） 。　
その後、武蔵野大学法学部で講義を担当するにあたり、法学部の教育方針として、 「多数派法学部生のため
の教育」が示されていることとの関係で、法曹にならない約９割の学生に対する教育として何が必要な かを考えることとなった。そのような中で、学生満足度（スチューデントサティスファクション）の向上のために、就職活動を行う多数の学生にどのような講義をすることが就職のために役に立つ かどうか、社会人になった
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ときに法学部を出ておいてよかったと実感してもらえるかどうか、という視点で講義内容をいろいろと検討するこ となったものである。そのような検討から、マーケティング法の開講にあたり、考えたことは次の通りであ 。一つ目は、池田副学長がよくお話をされる、法解釈学中心の教育からの転換である。二つ目は、ビジネス社会において法が使われてい 状況を理解させる教育である。これは、非常に重要なことであり、例えば、物権法の授業では、 所有権の移転時期の問題や引き渡しの問題が説明される。これ は、 実社会でのマーケティングでは、所有権の移転は商流という概念で説明される。また、物の引き渡しに関しては物流の問題、あるいは運送の問題として現れる。このようなことを現在の法学部法律学科の学生に理解してもらいたい、ということである。３番目は、法
･
ルールの適用
･
運用をできるようにさせるための教育である。法解釈学を理解して
いることを前提に、実際の の運用をど にすればよい どうか、を理解してもらうことである。最後は、これも池田副学長がよくお話をされる とであるが、具体的に ・ルール 創造 き よ にさせるための教育であ 。さまざまな取引関係などで、実体的な法・ルール 、どのよ な関係者の利害を調整するもであるかを考え、具体的に契約書をどのように作るか、 ようなこと してもらうこと 重要である。これらのことに関しては、法学部生を念頭において が 法学研究科とし も、社会人のキャリアアップという とを考えた場合に 同じようなこと 考えて かなければいけないと考えられる。以上がマーケティング法の開講にあたり考えたこ な２
　
マーケティングの意義とマーケティング法の内容
　
次に、 マーケティング法の講義の中で、 何を解説しているかについて、 簡単に述べる。まず、 前提として、 マー
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ケティングという言葉の意味内容である。公益社団法人日本マーケティング協会では、 「マーケティングとは、企業および他の組織がグローバルな視野に立ち、顧客との相互理解を得ながら、公正な競争を通じて行う市場創造のための総合的活動である。 」と定義される。これは、一般の企業だけではなくて、公益的な組織などの活動をも含めて り、相当広 定義となっており、また、かなり専門的な定義となっている。そこで 現在、一般的に、企業に関するマーケティン におい 、どのような定義が使われているかを見ると アメリカ・マーケティング協会が
1
9
8
5年に公表した定義、すなわち「マーケティングとは、個人と組織の目標を満足さ
せる諸交換を創造するために、アイディア・財・サービス 概念形成・価格付け・プロモーション・流通を計画・実行す プロセスである」が、 く使われている。これは いわゆ
4
Pという言葉で表されているマーケティ
ングの定義になる。
4
Pについては、製品、価格、流通、販売促進の４つの視点で、マーケティングを考える
ということであ 。法学部の講義では これら 内容を踏まえて、マーケティング法の講義項目が構成されている。　
具体的にマーケティング法の講義内容は、３年生から受講できる科目の授業であり、民法との接続というこ
とから、最初の数回は、民法と関係がある事項である継続的売買契約やサービス契約 説明である。それから、チャネル戦略と法律ということで、どのように製品を販売するかにつき、代理店、販売店 フランチャイズシステムによる販売、インターネット の通信販売 ついての話がなされる。これは、
4
Pのうちの流通の部分
である。それから、製品に関するブランド戦略とい ことで、ブランド・商標に関す 問題の解説がなされあとは、
4
Pのうちの販売促進（プロモーション）ということで、商品の広告の制作に関わる著作権問題、景
品表示法、個人情報保護法などの説明がなされる。他には、価格に関する独占禁止法の問題 支払手段の問題も含まれる。
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以上、マーケティング法の現在の講義内容の説明であるが、今後、これをどのように、法学研究科（ビジネ
ス法務専攻）の科目として発展させるか、また、イノベイティブな法務の一部として位置付けていくか、ということが今後の課題である。３
　
マーケティング法の確立のために
　
そこで、今後のマーケティング法の確立のためにどのようなことを考えていけばよいのかについて、現時点
で４項目をあげることができる。まず、１番目は、マーケティングというものを考える場合、民法との関係もあり、商法との関係もあり、また、独占禁止法との関係もある。このようなことから、専門分野の異なる教員間で協力をしていくことが必要であるという点である。できれば、マーケティング法を複数の教員の共同担当の科目として作るこ が望ましい。２番目は、法学部の教員と経営学部・経営学科の先生方との協同・コラボレーションが必要になって る可能性があるこ である。３番目は、実務家による教育が必要なのではないかということである。例えば、販売促進の業務を実際に行っている広告代理店の方、あ いは、小売業 法務部の方などから 講義 あればよいということである。４番目は 学研究科（ビジネス法務専攻）においてマーケティング法を科目としてどのように発展させるかという と すでに、たとえば 金融法やエンターテイメントローのように、特定の業界や業種に関する分野が構築され きているわけで が、従前、メーカに関わる法律 法体系や小売業に関わる法律の法体系については、独立した法分野として考えられてこなかったため、マー という視点から それら 分野 も 法分野とし 構築するこ ができるのではないか と考えられる。
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以上、マーケティング法に関して、現時点で考えられるいくつかの事項を説明したものであるが、これら以
外にもこれから考えなければいけない事項が非常に多くある。企業の法務部の方や法律以外の科目の教員の方を含め、多くの方からの意見に基づき、今後、マーケティング法を発展させていくことができればと考えるものである。
